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はじめに 

 

横浜市救急業務検討委員会は平成４年６月に設置され、本市の救急業務の円滑な推

進と発展のために検討・審議し、「横浜市救急条例の制定」、「横浜型救急システム

の構築」など、数々の提言により救急高度化事業の推進に取り組んできました。 

 

近年、超高齢社会の進展に伴い、救急車の出場件数は年々増加しており、今後もこ

の傾向が続いていくことが予測されます。 

これまで増加する救急需要に対しては、本委員会において転院搬送のあり方、予防

救急の取組推進や家庭での緊急度判定の導入などの提言を施策化し、継続的に取り組

むとともに、本市消防局の救急隊を増隊するなど、あらゆる対応を行っているところ

ですが、この増加傾向が継続すれば救急隊数が追い付かず、真に必要な傷病者への対

応が遅れ救命率に影響が出ることなどが懸念されています。 

 

こうした背景を踏まえ、本委員会では、令和３年度から４年度にかけて、増加し続

ける救急需要対策の取組の一環として、「救急車による転院搬送について」をテーマ

に現行の消防機関が行う転院搬送が抱える各課題について検討することとしました。 

 

本報告書をまとめるにあたり、委員の皆様方には熱心な御議論をいただき、深く感

謝を申し上げるとともに、本報告書が今後の救急体制の更なる発展に寄与することを

期待します。 

 

令和５年 1月 

 

                         横浜市救急業務検討委員会     

                           委員長 水野 恭一 
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検討の背景 

１ 横浜市における救急搬送の状況 

横浜市における救急出場件数は年々増加傾向にあり、特に、高齢者の救急搬送が

増加し続けている。 

増加し続ける救急需要に対しては、総務省消防庁において平成 30年度に見直され

た「消防力の整備指針」に準拠した「横浜市消防力の整備指針」で救急車の整備指

標を 85隊と定め、計画的な救急隊の増隊を推進することや、市民への予防救急の普

及啓発、救急車の適正利用の広報等により対応している。 

今後も救急出場件数の増加が続くことが予想され、最寄りの救急隊が出場中のた

め、代わって他の救急隊が遠方から出場するケースが常態化し、救急隊の現場到着

が遅くなる ばかりか、真に必要な傷病者への対応が遅れ救命率に影響が出ること

などが危惧されている。 

  

 ２ 横浜市転院搬送ガイドライン 

平成 17 年当時、救急需要増加の要因の一つとして、病院間の転院搬送があげら

れた。それまで病院間の転院搬送については、明確なルールが策定されておらず、

消防機関の救急車による転院搬送の中には、医療機関所有の救急用車両や民間の患

者等搬送事業者で実施可能なものも相当数含まれていると考えられた。また、転院

搬送の実態を見ると、緊急性の乏しい要請が実際に行われており、転院搬送の判断

は、患者を管理する医師の判断に基づき行われることが多いことから、医師が転院

搬送の要件を十分に承知していない場合もあると考えられた。 

これらのことから、本委員会の前身となる横浜市救急業務委員会において、転院   

搬送の今後のあり方について検討が行われ、横浜市転院搬送ガイドラインを作成し、

各医療機関へ周知を行うことで、今日まで運用されてきた。 

 

 ３ 救急業務のあり方に関する検討会での検討 

平成 27 年に総務省消防庁は、救急業務のあり方に関する検討会において、救急

車の適正利用の推進の中で、転院搬送における救急車の適正利用の促進を図る方

策として、転院搬送の現状や転院搬送の適正化のための対策について検討を行っ

た。 
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検討会では、転院搬送について救急医療提供体制の確保に必要なものもある一方

で、全救急出場件数の１割弱を占めるため、全体の救急搬送件数に与える影響が大

きく、救急車の適正な利用が特に求められていること、また、転院搬送における救

急車の適正利用の推進のためには、総務省消防庁と厚生労働省が連携して転院搬送

における救急車の適正利用に係るガイドラインを作成し、各地域においては、当該

ガイドラインを参考にしつつ、消防機関、医師会、医療機関等、関係者間で合意の

上、救急業務として転院搬送を行う場合についてのルールを定める事が有効である

ことが報告された。 
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現状の把握 

１ 救急隊配置状況 

横浜市の 18 消防署 78 消防出張所には令和５年１月１日現在、救急隊 84 隊が配置    

されている（日勤救急隊６隊を含む。）。総務省消防庁「消防力の整備指針」に準

拠した「横浜市消防力の整備指針」において救急車の整備指標は 85 台と定められて

おり、早期に充足するよう整備を進めている。 

 

２ 救急搬送の実態 

 (1) 救急出場件数と救急搬送人員  

救急出場件数と救急搬送人員は年々

増加傾向にあり、令和２年には新型コ

ロナウイルス感染症の影響などにより

減少したが、令和３年には再び、増加

に転じた。令和３年中の救急出場件数

は 204,427件、救急搬送人員は 171,021

人であった。(図１) 

 

 

 

 

(2) 救急隊数及び現場到着時間 

救急隊は「横浜市消防力の整備指

針」の改正に合わせ増隊を推進し、

令和３年 10月には救急隊数は 83隊と

なった。 

救急隊が出場指令を受けてから現

場に到着するまでの平均時間は、令

和２年から急速に延伸し、令和３年

中では 7.9分となっている。この要因

は新型コロナウイルス感染症による

救急出場時の防護衣の着装や搬送後の 

消毒などによる感染防止対策が影響し 

ている。（図２） 

 

 

図１︓救急出場件数と救急搬送人員の推移 

図２︓救急隊数及び現場到着時間の推移 
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(3) 傷病程度別搬送人員の状況  

令和３年中の傷病程度別搬送 

人員では、重症以上は 10.4％、 

中等症は 45.0％、軽症が 44.6％ 

となり、初めて中等症の割合が 

軽症の割合を上回った。(図３)  

 

 

(4) 年代別搬送人員 

令和３年中の年代別搬送人員で 

は、65 歳以上の高齢者が 56.0％、18

歳以上 65歳未満の成人が 34.5％、７

歳以上 18 歳未満の少年が 3.1％、新

生・乳幼児が 6.4％となっている。

過去５年間での割合に大きな差はな

いが高齢者が半数以上を占めてい

る。（図４） 

 

 

 

３ 横浜市の人口推移と今後の見込み 

  横浜市では、2015 年に高齢化率が 23.4%となり、人口の約４人に１人は高齢者と

なっている。さらに、団塊の世代が全て 75歳以上の後期高齢者となる 2025年には、

65 歳以上の高齢者が約 100 万人、高齢化率は 26.0％に達し、その後も高齢化率は増

加し続けると見込まれている。(図５)  

 

図３︓傷病程度別搬送人員 

図４︓年代別搬送人員 

高齢者︓65歳以上     成人︓18歳以上 65歳未満 
少年︓７歳以上 18歳未満  新生・乳幼児︓７歳未満 

第４期横浜市地域福祉保健計画より 

図５︓横浜市の人口推計と今後の見込み 
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将来の救急需要予測 

１ 横浜市立大学との共同研究の概要 

年々増え続ける救急需要に対応するため、将来の救急需要予測（救急出場件数）

について、平成 29 年度、消防局と横浜市立大学による共同研究を進めてきた。これ

は、データサイエンス(※)の手法を用いて、2030年までの救急出場件数を予測したも

ので、研究にあたっては、消防局の保有する 15 年間分、約 250 万人の救急搬送記録

に加え、市内の将来人口推計や流入人口、インバウンド、気象の影響等を加味した。 

なお、予測件数は、年間出場件数のほか、時間帯や 18 行政区別の出場件数、傷病

程度別などの視点から算出した。 

 

 

 

 

２ 研究結果 

(1) 年間救急出場件数 

横浜市は、2019 年をピークに人口減少期に入るが、高齢者の救急搬送は増加傾

向で、2030年の救急出場件数は 24万件超（2015年の 1.36倍）に達し、65歳以上

に対する救急出場については全体の約 70％を占める見込みとなった。 (図６) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※データサイエンス･･･社会の様々な分野で生まれる膨大なデータから、統計学や

計算機科学等をベースに意味のある情報、関連性を導き出す学問領域 

図６︓年間救急出場件数の将来予測 
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(2) 時間当たりの平均救急出場件数 

時間帯別では、現在のピークタイムである午前中がさらに増加傾向となり、 

10 時台の平均出場件数が 40 件（2015 年の 1.43 倍）となる等、日中の救急出場件

数が大幅に増加し、夜間との差が顕著になっていく見込みとなった。(図７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 行政区別年間救急出場件数 

行政区別では、全ての行政区において救急出場件数が増加を続けますが、10年

以上救急出場の最高件数を記録してきた中区を、区内人口が多く高齢化率の高い

複数の区（戸塚区、港北区、鶴見区）が追い越す見込みとなった。（図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図８︓行政区別年間救急出場件数の将来予測 

図７︓時間当たりの平均救急出場件数の将来予測 
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【基礎データ】（平成 29年 12 月１日現在） 

救急隊は 18 消防署 51 消防出張所に 73 隊 595 人（うち救急救命士は 478人）を配置 

救急隊の勤務形態は、隔日勤務（24 時間二交代制） 

救急隊は救急車 1台、救急有資格者３人（隊長、隊員、機関員）で構成 

※救急有資格者３人のうち、１人以上は救急救命士 

 

救急活動時間（平均）の推移（単位：分） 

 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 

出場指令から現場到着まで 6.7 6.8 6.9 6.9 7.0 

現場到着から搬送開始まで 20.3 20.8 20.9 21.1 21.2 

搬送開始から病院到着まで 9.3 9.4 9.4 9.3 9.2 

 



 

 9 

転院搬送の実態 

１ 転院搬送出場件数 

  平成 17 年当時、救急需要増加の要因の一つとして病院間の転院搬送があげられた。 

 そのため、本委員会の前身となる横浜市救急業務検討委員会において、今後の転

院搬送のあり方について検討がなされ、平成 18 年 10 月に横浜市転院搬送ガイドラ

インを制定し、各医療機関への周知を行った。 

 転院搬送ガイドラインを定めた平成 18 年と平成 19 年には、転院搬送による救急

出場件数は減少したものの、平成 20 年から再び増加に転じた。また、新型コロナウ

イルスの影響により、令和２年にも減少したものの、現在、増加傾向にある。（図

９） 

 

 

 

 

２ 事故種別搬送人員構成比の推移 

 令和３年中の事故種別搬送人員構成比では、急病が 68.3％（116,725 人）、一般

負傷が 19.1％（32,596人）、転院搬送が 6.1％（10,409人）、交通が 4.4％（7,541

人）、その他が 2.2％（3,750人）であった。 

 事故種別搬送人員の上位３つの種別は、平成 28 年以前は急病、一般負傷に次いで

交通であったが、平成 29 年以降は、急病、一般負傷に次いで転院搬送となっている。

（図 10） 

 

 

 

 

図９︓転院搬送出場件数 
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３ 転院搬送における救急車の適正利用の推進について 

 本市においては、平成 18 年に先駆的に転院搬送ガイドライン定め、継続的に取り

組んできたが、作成から 10 年以上が経過していることや救急業務のあり方に関する

検討会による結果などを踏まえ、今後の転院搬送のあり方について、あらためて検

討する必要がある。 

 

【参考】 

増加する救急需要への対策として、急病については、横浜市救急受診ガイドや横浜

市救急相談センター（#7119）の利用促進広報等を、一般負傷については、ケガの予防

対策をはじめとした「予防救急」の取組推進等を実施している。（図 11、12） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10︓事故種別搬送人員構成比の推移 

図 11︓横浜市救急受診ガイド 図 12︓ケガの予防対策 
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検討事項 

１ 転院搬送の要件 

 転院搬送について消防法等の法令上には、明確な記載はされていないが、転院搬

送に対する総務省消防庁の見解は、「医療機関に搬送され初療の後であっても、当

該医療機関において治療能力を欠き、かつ他の専門病院に緊急に搬送する必要があ

り、他に適当な搬送手段がない場合は要請により出動すべきものと解する。」（昭

和 49 年 12 月 13 日消防安第 131 号 広島県総務部長あて消防庁安全救急課長回答）

とされている。 

 また、平成 28 年に総務省消防庁及び厚生労働省が作成した、転院搬送における救

急車の適正利用に係るガイドラインでは、消防機関が救急業務として行う転院搬送

は原則として、緊急に処置が必要であること及び高度医療が必要な傷病者、特殊疾

患等に対する専門医療が必要な傷病者等、要請元医療機関での治療が困難であるこ

となどの条件を満たす傷病者について、転院搬送を要請する医療機関の医師によっ

て、消防機関の救急車以外の搬送手段が活用できないと判断される場合に実施する

ものとしている。 

 令和元年における本市の転院搬送の緊急度判定の結果では、総務省消防庁等が示

す転院搬送の要件に合致しないような、緊急性が乏しいと思われる転院搬送が一定

数あることが判明した。これは、転院搬送を依頼する医師が転院搬送の要件を正し

く認識していないことが要因として考えられる。 

 

２ 転院搬送を行う場合の地域実情に応じたルール化 

 総務省消防庁及び厚生労働省が作成した転院搬送における救急車の適正利用に係

るガイドラインでは、消防機関が救急業務として転院搬送を行う場合、転院搬送の

要件の原則を踏まえた上で、地域の実情に応じて、要請元医療機関があらかじめ転

院する医療機関を決定しておくこと、要請元医療機関の医師又は看護師の同乗や同

乗できない場合の患者等へ説明などの措置、消防機関への転院搬送依頼書の提出な

どについて関係者間で検討し、合意の上でルール化しておくことが望ましいとして

いる。そのほか、特殊な疾患等を有する傷病者を除き、一定の時間内に搬送するこ

とが可能な区域に関する定めなど、ほかの救急業務の実施に支障を生じさせるおそ

れのない転院搬送の地理的範囲に関する事項などについても検討することとされて

いる。 

 本市が平成 18 年に制定した横浜市転院搬送ガイドラインには、医師又は看護師が

同乗できない場合の措置や一定時間内に搬送することが可能な区域に関する定めな

どについては記載がされていなかった。 
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３ 転院搬送の課題 

 本市の転院搬送の課題として、次の(1)から(5)の５つの事項が考えられる。 

 (1) 緊急性の乏しい転院搬送 

 転院搬送の要件として、「当該医療機関において治療能力を欠き」かつ「他の専

門病院に緊急に搬送する必要がある」としているが、緊急度判定結果では軽症かつ

車内で継続処置がない事案など中には緊急性が乏しいと思われる転院搬送依頼があ

る。（図 13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 救急隊の長時間拘束 

 遠方への搬送は、救急隊が長時間拘束され、市内の救急要請が輻輳すると、救

急隊の空白地域が大きくなり、その結果、救急隊の現場到着時間が遅れることな

どにより、救命率の低下につながることが危惧される。（図 14） 

  

 

 

 

 

 

 

 (3) 消防機関への通報要領の課題 

横浜市転院搬送ガイドラインでは消防機関への通報要領は、転院搬送依頼書に

必要事項を記入し、消防司令センターへＦＡＸ送信したのち、119番通報を行うこ

ととしている。 

事前に転院搬送依頼書をＦＡＸする理由は、出場指令の段階で救急隊員等に確

実・正確な情報を伝える必要があることや、救急業務に該当することを医療機関

及び消防機関が相互に確認する必要があると考えられることから、事前に文書で

要請することとしているが、消防司令センターへのＦＡＸ送信がないものやＦＡ

Ｘ送信後、119番通報がない要請事案がある。（図 15） 

FTアプリ
緊急度

FTアプリでの定義
判定結果
読み替え

赤１
　きわめて緊急性が高い病態であるため、緊急に搬送
する必要がある病態

重篤
（１＋）

赤２
　緊急性が高い病態であるため、緊急に搬送する必要
がある病態

重症
（１）

黄
　赤１、赤２ほど緊急性は高くないが、２時間以内を目安
とした医療機関への受診が必要な病態

中等症
（２）

緑 　上記には該当しないが、診療が必要な病態
軽症
（３）

図 13：転院搬送における緊急度判定結果（令和元年） 

図 14：救急活動時間（令和元年平均値） 



 

 13 

 (4) 搬送先医療機関の受入れ未確認 

 転院搬送依頼時には、事前に搬送先医療機関の受入確認を行うこととなってい

るが、確認を実施せず搬送先医療機関が決まっていない転院搬送依頼がある。 

（図 15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 医師が同乗しない場合の措置 

 転院搬送は、要請元医療機関の医師の責任と管理の下で実施するものであるこ

とから、やむを得ぬ事情がある場合を除き、救急車には要請元医療機関の医師が

同乗し、搬送中の患者の医療の継続と容態管理を行う必要があるが、医師の同乗

がないものが多くを占めている。また、同乗できない場合の対応について患者等

に対して説明や同意を得るなどといったルールが定められていない。（図 16） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15：FAX件数及び搬送先確認の状況（令和３年５月１日から 11月 30日まで） 

図 16：医師同乗の割合 
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検討の経過 

 平成 28 年に総務省消防庁及び厚生労働省から発出された「転院搬送における救急車

の適正利用の推進について」の記載内容との整合や、現在の本市の転院搬送における

課題等について検討を行った。 

 

１ 転院搬送の要件の徹底方法 

 (1) 緊急性の判断について 

 転院搬送の要件の一つに「緊急に処置が必要であること」とあるが、ここでい

う「緊急」という言葉は非常に曖昧であり、医療機関でどのように緊急性を判断

するかによって解釈の幅が生じる恐れがある。 

 一方で、あまりにも転院搬送の要件を厳密にしすぎてしまうと、かえってそれ

が障害となる恐れがある。転院元の医療機関において症状や検査等により間違い

なく病状を診断できればいいが、検査手段により確証を得られない場合は、緊急

に大きい病院へ搬送し検査をする必要があるため、多少の曖昧さは必要と考えら

れるため、総務省消防庁の示すとおりの記載に留めるのが望ましい。 

 (2) 緊急性の乏しい転院搬送に対する対応 

 消防業務に該当しないような緊急性がないものは消防機関の救急車以外の搬送

手段を活用すべきであり、消防司令センターはその旨を明確に伝える必要がある。 

 一方で、要件等に合致しないものでも事前に搬送先医療機関が決定し、転院搬

送依頼があった場合には、消防司令センターで依頼を断ることは困難である。そ

のため、要件に満たない転院搬送依頼を減少させるためには、総務省消防庁の示

すガイドラインを参考に、新たに横浜市転院搬送ガイドラインで転院搬送の要件

をより明確化するとともに、記載方法を見直し、転院搬送を依頼する医療機関で

使い勝手の良いものにする必要がある。また、各医療機関への周知を徹底してい

く必要がある。 

 

２ 転院搬送を行う具体的な搬送地域 

 (1) 遠方への搬送について 

 現行の横浜市転院搬送ガイドラインには、搬送地域に関する定めがないため、

遠方の医療機関でも搬送の了承を得られている場合には、消防機関が搬送を断る

ことは非常に困難である。そのため、横浜市転院搬送ガイドラインに搬送地域に

関する定めが記載されていれば、遠方への転院搬送依頼を抑制することが期待で

きるため、具体的な搬送範囲を定める必要性がある。 
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 (2) 具体的な搬送地域について 

 搬送地域については、原則、横浜市内の医療機関か、または原則、横浜市と横

浜市に隣接する医療圏の医療機関までが一件当たりの平均出場時間からみても現

実的である。また、転院搬送先として選定する医療機関は、近隣の医療機関や地

域で連携している医療機関であることが多い。横浜市以外と隣接する行政区では、

横浜市外の医療機関と連携しているため、現実的な地域としては、原則、横浜市

と横浜市に隣接する医療圏の医療機関までとし、専門的な治療が必要な場合の例

外もあり得るという体制が望ましい。（図 17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事前に転院搬送先を確保する手段 

(1)  搬送先医療機関の連絡 

 転院搬送を依頼する場合、事前に搬送先医療機関を決定しておく必要があり、

要請元医療機関では、搬送先医療機関を確保するため、近隣の医療機関や地域の

連携している医療機関へ依頼をしているが、休日や夜間帯では、搬送先医療機関

の選定に苦慮している場合がある。このような場合、搬送先医療機関を確保せず

に転院搬送依頼を行い、消防機関の救急車が搬送先医療機関を選定している場合

がある。 

 (2) 神奈川県救急医療中央情報センターの活用 

 神奈川県では、県内の医療機関や救急隊を対象に患者の転院搬送先の情報を提

供する「神奈川県救急医療中央情報センター」を運営している。 

 現行の横浜市転院搬送ガイドラインには、搬送先医療機関が決まらない場合の

連絡先について記載がされていない。神奈川県救急医療中央情報センターの連絡

先を転院搬送ガイドラインや転院搬送依頼書に記載することで、近隣や地域の連

携している医療機関等が受入できない場合に、この連絡先を必要に応じて活用す

ることで円滑な搬送先医療機関の決定につなげることができる。 

横 浜 市 内 ：横浜医療圏 

隣 接 医 療 圏  ：川崎北部医療圏 

         川崎南部医療圏 

        県央医療圏 

        湘南東部医療圏 

        横須賀・三浦医療圏 

隣接医療圏外 ：湘南西部医療圏 

        相模原医療圏 

        県西医療圏 

        神奈川県外の医療圏 

図 17：神奈川県内の医療圏 
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４ 医師等が同乗できない場合の措置 

(1) 医師の同乗について 

転院搬送は、要請元医療機関がその管理と責任の下で搬送を行うため、やむを

得ない事情がある場合を除き、救急車には要請元医療機関の医師が同乗し、搬送

中の患者の医療の継続と容態管理を行う必要がある。 

 しかし、現状として、医師が一人で診療している診療所や、中小規模病院の夜

間帯で当直医師が１名で勤務している場合は、転院搬送で救急車にその医師が同

乗してしまうことにより、他の患者の診療を継続することができなくなるなど、

診療に影響を及ぼすことがあるため、やむを得ず同乗できない場合がある。 

(2) 医師が同乗できない場合に救急隊のみで搬送することについて 

 総務省消防庁の示すガイドラインでは、「転院搬送は要請元医療機関がその管

理と責任の下で搬送を行うため、原則として要請元医療機関の医師又は看護師が

同乗すること。同乗できない場合は、救急隊のみで搬送することについて要請元

医療機関が患者、家族等に説明し、了承を得ること。」とされている。 

 加えて、搬送される患者の気持ちを考えると、体の不調を感じたため医療機関

を受診したものの、当該医療機関では治療ができないため他の医療機関に救急車

で転院搬送をされることは、非常に不安が大きいところである。当該医療機関の

医師又は看護師が救急車に同乗できる場合は、幾分不安が解消されるが、同乗で

きない場合は不安が大きくなることが想定される。 

 このことから、転院搬送となった際に、当該医療機関の医師から現在の症状や

転院する理由等を丁寧に説明されることは不安の解消につながるため、救急車に

医師又は看護師が同乗できず、救急隊のみで搬送する場合、患者や家族等に対し

て説明する必要がある。 

 

５ 消防機関への通報要領の徹底等 

現行の横浜市転院搬送ガイドラインが制定された際、医療機関・医師との「転院

搬送の要件」に関する合意形成の中で、医療機関として要請するシステム作りが必

要であるとされた。 

 転院搬送は、医療機関で既に医師の管理下にある患者を、当該医療機関の管理と

責任において実施すべきものであることから、最終的には医療機関代表者の判断で

要請していくことが望ましい。また、救急隊員等に確実・正確な情報を伝える必要

があること、救急業務に該当することを医療機関及び消防機関が相互に確認する必

要があると考えられることから事前に文書で要請するよう定められ、消防機関にＦ

ＡＸ送信をすることとなった。 

 しかしながら現状は、消防機関へのＦＡＸ送信がなかったものは、全体の約 26％

となっている（調査期間：令和３年５月１日から 11月 30日まで）。 
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転院搬送依頼書のＦＡＸ送信は、救急業務に該当する転院搬送依頼に該当するか

を医療機関及び消防機関が相互に確認することができるほか、搬送する救急隊員に

転院搬送依頼書を手渡し、申し送りをすることで確実・正確な情報を伝えることが

できるため、引き続き現行のガイドラインと同様の体制により、適正な運用を図っ

ていく必要がある。 

  そのほか、情報通信の進化、ＩＣＴの利活用などによるデジタル化の推進により

通信機器にかかる社会の動きなどが今後急激に進む可能性がある。そのため、今後

の情勢を見据えながら、現行の体制の効果検証を実施し、社会情勢に応じた運用方

法の見直しを検討する必要がある。 
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検討の成果 

 横浜市転院搬送ガイドライン及び転院搬送依頼書 

 本市が行う転院搬送について、総務省消防庁及び厚生労働省から発出された「転院

搬送における救急車の適正利用の推進について」及び本委員会で検討された上記１か

ら５までの事項を基本方針として、「横浜市転院搬送ガイドライン（図 18）」及び

「転院搬送依頼書（図 19）」を作成した。 
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図 18：横浜市転院搬送ガイドライン 
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 図 18：横浜市転院搬送ガイドライン 



 

 21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 19：転院搬送依頼書 
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提言 

１ 転院搬送における救急車の適正利用の推進 

  転院搬送は、救急医療提供体制の確保に必要なものもある一方で、全国的には全

救急出動件数の１割弱を占めるため全体の救急搬送件数に与える影響が大きい。本

市においては、全国に比べて比率は低いものの件数自体は増加しており、救急車の

適正な利用が特に求められている。 

  また、転院搬送における救急車の適正利用の推進のためには、総務省消防庁と厚

生労働省とが連携して転院搬送における救急車の適正利用に係るガイドラインを作

成し、各地域においては、当該ガイドラインを参考にしつつ、消防機関、医師会、

医療機関等、関係者間で合意の上、救急業務として転院搬送を行う場合についての

ルールを定めることが有効であることが報告されており、本市でも現行の転院搬送

ガイドラインを見直す必要がある。 

  そのため、今回の救急業務検討委員会では現行の課題などについて検討を重ね、

新たな転院搬送ガイドライン及び転院搬送依頼書を作成した。 

  これらを消防機関、医師会、医療機関等に周知し、徹底していくことで転院搬送

における救急車の適正利用を推進する必要がある。 

 

２ 救急業務として転院搬送を行う際の地域における合意形成 

 (1) 転院搬送の要件 

 消防機関が救急業務として行う転院搬送は、緊急に処置が必要であり、かつ高

度医療が必要な傷病者、特殊疾患等に対する専門医療が必要な傷病者等、要請元

医療機関での治療が困難である必要がある。また、転院搬送を要請する医療機関

の医師によって、医療機関が所有する救急車、民間の患者等搬送事業者、公共交

通機関等、他の搬送手段が活用できないと判断される場合に実施するものを転院

搬送の要件と定める。 

なお、消防機関が実施する救急業務に該当しないような、緊急性が乏しい転院

搬送依頼など要件に満たないものは、医療機関が所有する救急車や、民間のタク

シー又は患者等搬送事業者を活用するべきである。 

(2) 転院搬送を行う地域 

 特殊な疾患等を有する傷病者を除き、一定の時間内に搬送することが可能な地

域を定める必要がある。具体的な搬送地域を定めることで、神奈川県外への搬送

といった遠方への転院搬送依頼を抑制することが期待でき、救急隊の長時間拘束

による空白地域を減らすことにつながる。 

 地域医療構想の観点からも、転院搬送先として選定される医療機関は、近隣の

医療機関や地域で連携している医療機関であることが多い。そのため、市境の行
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政区にある医療機関では横浜市内だけでなく、隣接する横浜市外の医療機関と連

携していることから、転院搬送を行う地域は原則として、横浜市と横浜市に隣接

する医療圏の医療機関までとする。ただし、特殊な疾患等の有するなど専門的な

治療が必要であり、かつ横浜市と横浜市に隣接する医療圏に該当する医療機関が

ない場合は、この限りではない。 

 (3) 搬送先医療機関の決定 

 転院搬送は既に医療機関において治療を受けた患者を医師の判断により、高度

医療や専門的治療が必要なため他の医療機関に搬送するものであることから、要

請元医療機関が、あらかじめ転院する医療機関を決定し、受入れの了解を得てお

くことが望ましい。しかし、要請元医療機関では、搬送先を確保する際、近隣の

医療機関や地域で連携している医療機関へ依頼をするにあたり、平日日中は受け

入れ先が確保できても、休日や夜間では、受け入れ先の確保が非常に困難といっ

た実情がある。そのため要請元医療機関においては、近隣の医療機関や地域で連

携している医療機関以外も選定できるよう、神奈川県内の医療機関等を対象に患

者の転院搬送先の情報を提供している「神奈川県救急医療中央情報センター」を

必要に応じて活用し、あらかじめ搬送先医療機関を決定できるようにすることが

望ましい。 

これらを踏まえ、原則として、要請元医療機関は、搬送先医療機関を決定した

うえで転院搬送を依頼することとする。ただし、緊急を要する状況によっては、

先に消防機関に転院搬送を依頼し、治療を継続しながら搬送する救急隊と連携し

て、迅速に搬送先医療機関を選定することも必要である。 

 (4) 救急車への医療機関関係者の同乗 

 総務省消防庁及び厚生労働省の示すガイドラインでは、「転院搬送は要請元医

療機関がその管理と責任の下で搬送を行うため、原則として要請元医療機関の医

師又は看護師が同乗すること。同乗できない場合は、救急隊のみで搬送すること

について要請元医療機関が患者、家族等に説明し、了承を得ること。」とされて

いる。 

しかし、転院搬送の救急車には要請元医療機関の医師が同乗し、搬送中の患者

の医療の継続と容態管理を行う必要があるが、医療機関等の事情によっては、や

むを得ず同乗できない場合もある。 

 そのため、医師又は看護師が同乗できない場合は、当該医療機関の医師から患

者や家族等に対して、現在の症状や転院する理由等について丁寧に説明を行うと

伴に、救急隊のみで搬送することについて説明する必要がある。 

 (5) 転院搬送依頼書の交付 

 転院搬送を依頼するにあたり、要請元医療機関が消防機関に対し、転院の理由、

搬送を依頼する理由、担当医師、患者の状態、処置内容等を示した転院搬送依頼
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書を提出することが必要である。現行の転院搬送ガイドラインでは、事前に転院

搬送依頼書を消防司令センターへＦＡＸ送信することにより、救急業務に該当す

ることを医療機関及び消防機関が相互に確認することができるほか、搬送する救

急隊員に転院搬送依頼書を手渡し、申し送りをすることで確実・正確な情報を伝

えることができるため、引き続き現行のガイドラインと同様な体制により、適正

な運用を図っていく必要がある。 

 また、横浜市医師会や横浜市病院協会等から医療機関に対しても引き続き、原

則として、事前に転院搬送依頼書のＦＡＸ送信を実施すること、搬送する救急隊

員への転院搬送依頼書の手渡しを実施するよう周知していく必要がある。 

そのほか、情報通信の進化、ＩＣＴの利活用などによるデジタル化の推進によ

り、通信機器にかかる社会の動きなどが今後急激に進む可能性がある。そのため、

今後の情勢を見据えながら、現行の体制の効果検証を行う必要がある。また、運

用方法等を変更する際は、消防機関と医療関係機関が調整を行ったうえで、社会

情勢の変化に合わせて、より適切な運用方法を取り入れていく必要がある。 
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まとめ 

横浜市の救急出場件数は、年々増加傾向にあり、横浜市立大学と消防局で進めてき

た将来の救急需要予測についての共同研究によると、2030 年には 24 万件超（2015 年

の 1.36 倍）に達するという結果となった。 

これは、これまで取り組んできた救急隊の増隊や予防救急の推進などをもってして

も、対応しきれない状況となることが予想され、今後はより効果的な救急需要対策の

推進が求められている。 

 

今回は、限りある搬送資源を緊急性の高い事案に優先して投入するため、救急車に

よる転院搬送をテーマとして、平成 18 年に制定した横浜市転院搬送ガイドラインにお

ける現在の課題等について検討を行った。今回提言した施策を実現させるためには、

消防機関だけではなく、医師会、医療機関等、関係機関の連携が不可欠であり、転院

搬送における救急車の適正利用が推進され、市民へよりよい救急サービスが提供され

ることを期待したい。 

 

複雑・多様化する救急現場の対応に向け、今回の提言を具体的な施策として積極的

に推進していくとともに、今後も、関係機関等との連携を密に、救急業務における

様々な課題について検討を行い、市民に信頼される救急業務の実現を目指してもらい

たい。 
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過去の提言と事業実績 

 

提    言    事    項 事 業 化 等 

 
 第１次報告 
 
（平成４年12月） 

 
１ 

 
救急救命士・高規格救急車の早期増強 
 

 
平成３年度から 

 
２ 

 
救命指導医制度の創設 
 

 
平成５年８月１日 

 
 
 第２次報告 
 
（平成５年12月） 
 

 
１ 

 
応急手当の普及啓発の推進 

 
平成６年８月規程制定 
平成６年９月講習開始 

 
 

２ 

 
気道確保器具として｢ラリンゲアルマスク｣に加えて、
「食道閉鎖式エアウェイ 」の導入 

 
平成８年５月導入 

 
 
 第３次報告 
 
（平成６年12月） 

 
１ 

 
資格取得後３年を経過した救急救命士に対して、病院
実習等を行える制度の創設 

 
平成７年10月から再教
育研修を実施 

 
２ 

 
心疾患患者の早期把握のための心電図伝送の導入 

 
平成８年３月から７隊
に導入 

 
 
 
 第４次報告 
 
（平成７年12月） 
 
 

 
１ 

 
救命指導医制度の全日運用（24時間体制)の早期実施 

 
平成10年４月１日から
全日運用に移行 

 
２ 

 
応急手当普及啓発事業の効率的な事業展開のため、実
施体制の検討 

 
平成10年５月１日から
外部委託 

 
３ 

 
心電図伝送の早期充実 

 
平成８年度に６隊、 
計13隊に導入 

 
 
 
 
 第５次報告 
 
（平成８年12月） 
 
 

 
１ 

 
再教育研修の体制充実 

 
平成10年度から研修医
療施設を４施設から８
施設に拡充 

 
２ 

 
救命指導医制度の全日運用（24時間体制)の早期実現 

 
平成10年４月１日から
全日運用に移行 

 
３ 

 
心電図伝送の早期配置 

 
平成９年度に６隊、 
計19隊に導入 

 
 
 
 
 第６次報告 
 
（平成10年３月） 
 
 

 
１ 

 
救急救命士に対する各種研修制度の充実 
新たな視点からの教育体制づくり 

 
平成10年度から研修医
療施設を４施設から８
施設に拡充 

２ 
 
救命指導医制度の全日運用（24時間体制)早期実現 

 
平成10年４月１日から
全日運用に移行 

３ 
 
心電図伝送の効果的な配置に向けてのデータの分析・
検討 

 
分科会２回開催 

 
 
 
 
 第７次報告 
 
（平成10年12月） 
 

 
１ 

 
救急救命士の就業前教育における「病院実習時間の拡
充」 

 
平成11年度から病院実
習を４当直から７当直
(168時間)に拡充 

 
２ 

 
心電図伝送の未導入救急隊への速やかな配置 

 
救急車の更新時に導入 

 
３ 

 
緊急度識別のフローチャート活用のため聴取要領を作
成し精度の高い緊急度識別ができる体制の確立 

 
緊急度識別フローチャ
ートの実効性を検証 
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提    言    事    項 事 業 化 等 

 
 
 
 
 
 
第８次報告 
 
（平成12年１月） 

 
１ 

 
緊急度の高い傷病者への対応が遅延しない救急利用法
の啓発 
救急の有料化についての研究 

 
 効果的な啓発方法と
有料化について引き続
き研究 

 
２ 

 
救急出場体制の一層の科学化、能率化と口頭指導体制
の充実 

 
出場体制のあり方の検
討と、口頭指導マニュ
アルの作成 

 
３ 

 
緊急度識別のフローチャート活用のため聴取要領を作
成し精度の高い緊急度識別ができる体制の確立 

 
緊急度識別フローチャ
ートの実効性を検証 

 
  
 
 
 
 
 第９次報告 
 
（平成16年12月） 

 
１ 

 
 新たな消防救急システムの構築について 
（横浜方式として、消防局指令室に救急医と救急救命
士からなる救急管制チームを編成し、119番受信時に相
談と救急出場要請に分類して対応するとともに、出場
にあたっては緊急度を識別して、程度に応じた救急対
応を図る体制） 

 
システム構築を目指し
、引き続き所要の検証
、検討を実施 

 
２ 

 
 救急業務に係る費用負担のあり方について 
（救急業務に該当しない救急事案に対し、市民等に費
用負担を求めることの是非） 

 
検討すべき時期にはき
ているものの、具体化
は時期尚早、積極的な
広報を実施すると共に
課題の解決に向け引き
続き検討 

 
 
 
 
 
 
 第10次報告 
 
(平成18年３月) 

１  

 
救急体制の将来像について 
（緊急度・重症度識別の具体化と安全管理局指令室の
機能強化を図るとともに、緊急度・重症度が高い傷病
者に対する消防隊等と救急隊の連携活動と不適正な救
急要請事案への対応） 
 

 
平成18年６月１日か
ら消防隊等と救急隊
との連携による救急
活動を実施 

 
２ 

 
転院搬送のあり方 
（医療機関・医師との「転院搬送の要件」に関する合
意形成とその周知を図るとともに、患者等搬送事業者
の活力促進・搬送体制の充実） 

 
転院搬送ガイドライ
ンを作成し各医療機
関への周知を実施 

 
 
 
 
 
 
第11次報告 
 
(平成18年11月) 

 
１ 

 
不適正な救急事案への対応について 
（救急車の適正に関する「市民啓発の再徹底」、小、
中学校段階を含めた「教育の充実」、医療機関情報・
民間救急情報の提供や相談応需など「新たな救急サー
ビスの構築」の実現と併せ、市民とともに問題点の共
有化を図り、コンセンサスを得ながら「横浜市救急に
関する総合条例を制定」） 
 

 

「横浜市における救

急総合条例制定検討

会」を立ち上げ、検

討を実施 

 
平成19年12月「横浜
市救急条例」を制定 
 
  

 
２ 

 
救急の有料化について 
現時点では救急車の有料化は不適当であり、「不適正
な救急事案への対応」により、問題の解決を図るべき
である。 
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提    言    事    項 事 業 化 等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第12次報告 
 
（平成21年３月） 
 
 
 

 
１ 
 

 
緊急度・重症度識別のさらなる精度の向上及び新救急
システム導入による効果について 
運用開始後も継続的にデータを蓄積し、検証を重ねて
最新のプロトコルに更新していく体制の構築。 
新救急システムの導入による効果を検証する体制の整
備。 
 
 

 
横浜市メディカルコン
トロール協議会におい
て検証 
 
各消防署と地域医療機
関との連絡会等を実施 

 
２ 

 
新救急システムに関する市民へのさらなる協力依頼に
ついて 
高齢化がさらに進展することにより今後も緊急度重症
度の高い救急要請が多数あると考えられることから、
適正な救急要請及び応急手当普及等の啓発、広報の実
施 
 
 

 
３ 

 
医療と消防機関の連携強化について 
救急搬送時の受入医療機関の選定困難事例の解消につ
いての検討 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
第13次報告 
 
（平成23年３月） 
 

 
１ 

 
「救急隊による傷病者の観察基準」、「搬送先医療機
関の選定基準」及び「搬送先医療機関への伝達基準」 
救急搬送・受入れの円滑な実施 
 
 

 
消防法の一部改正に伴
う観察・選定・伝達基
準の策定 
平成23年4月から正式
運用開始 
 
ＩＣＴ化の調査研究事
業の実施 
  

２ 

 
救急隊と医療機関相互の正確な情報共有 
情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した救急業務の推進 
横浜市メディカルコントロール協議会の協力を得て検
証・分析の実施 
 
 

 
３ 

 
広報活動の強化 
市民の応急手当の一層の普及啓発 
救急隊の活動及び救急車の適正利用についての市民へ
の理解 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
第14次報告 
 
（平成25年３月） 
 

 
１ 

 
けがの予防について 
けがの予防をはじめとした「予防救急」の取組を推進 
 
 

 
「ケガの予防対策」冊
子の配付 

 
２ 

 
家庭における緊急度等の判断について 
国の検討結果を踏まえ、電話相談サービスの拡充を含
めた体制の充実に向け取組を推進 
 
 

 

 
３ 

 
その他（救急需要対策） 
救急搬送の現状について、詳細な分析・調査を実施し
様々な視点からの検討を進めるべき。 
 
 

 
救急出場将来予測を算
出 
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提    言    事    項 事 業 化 等 

 
 
 
 
 
第15次報告 
 
（平成28年３月） 
 
 
 

 
１ 
 

 
広報のあり方について 
・職員が統一的に広報を行うための意識付け 
・市民ニーズの把握や救急統計分析と活用 
・視点を変えた広報の実施 
・市民認知率の調査を行った広報効果の確認 
 
 

 
予防救急広報指針の策
定 
 
 

 
２ 

 
家庭での緊急度判定の導入について 
・横浜市救急受診ガイドの利用促進 
・救急電話相談（#7119）の充実 
 
 

 
救急相談センター(#71
19)の拡充（医療局事
業） 

第16次報告 
（平成31年３月） 

１ 

 
人生の最終段階にある心肺停止傷病者に対する救急隊
の応急処置のあり方 
・心肺蘇生等を希望しない意思を示した心肺停止事例
に対する活動プロトコル 
・心肺蘇生等に関する救急隊への医師の指示書 
・市民、在宅医療関係者への周知普及方策 
 

 
救急隊の活動プロトコ
ル案及び心肺蘇生等に
関する救急隊への医師
の指示書案を、横浜市
メディカルコントロー
ル協議会で検討・修正 
 

２ 

 
超高齢社会における救急広報のあり方 
・人生の最終段階にある心肺停止傷病者への対応につ
いての広報 
・在宅医療関係者、福祉施設等への協力要請 
 

 
市民や介護関係者等を
対象とした広報資料を
作成し、講演会や意見
交換の場等で広報を実
施 

３ 

 
救急隊以外の搬送資源を活用した搬送の仕組みと整備
促進のあり方 
・病院救急車等を活用した搬送システム 
・事業化に向けた今後の進め方 
 

 
国庫補助事業を活用し
た病院救急車活用モデ
ル事業を実施 
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令和３・４年度横浜市救急業務検討委員会 開催状況 

 

◆ 令和３年 12月 21日 令和３・４年度第１回横浜市救急業務検討委員会 

    議題１：今期の検討事項 

    議題２：今後のスケジュールについて 

 

◆ 令和４年５月 31日 令和３・４年度第２回横浜市救急業務検討委員会 

    議題１：救急車による転院搬送について 

    議題２：今後のスケジュールについて 

     

◆ 令和４年８月 31日 令和３・４年度第３回横浜市救急業務検討委員会 

    議題１：横浜市転院搬送ガイドライン（案）  

    議題２：転院搬送依頼書（案） 

    議題３：第 17次報告（素案） 

 

◆ 令和４年 11月 14日 令和３・４年度第４回横浜市救急業務検討委員会 

    議題１：横浜市転院搬送ガイドライン（案）  

    議題２：転院搬送依頼書（案） 

議題３：第 17次報告（案） 
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令和３・４年度横浜市救急業務検討委員会 委員名簿 

 

委員長   一般社団法人横浜市医師会 会長        水 野 恭 一                                                    

副委員長  公益社団法人横浜市病院協会 会長       新 納 憲 司 

（令和４年８月 30日まで） 

副委員長  公益社団法人横浜市病院協会 会長       松 井 住 仁 

（令和４年８月 31日から） 

      一般社団法人横浜市医師会 常任理事      川 口 浩 人 

横浜市メディカルコントロール協議会 会長   竹 内 一 郎 

公益社団法人横浜市病院協会 副会長      平 元   周 

弁護士                    髙 井 佳江子 

公益社団法人神奈川県看護協会 横浜北支部長  原   久 美 

（令和４年８月 30日まで） 

公益社団法人神奈川県看護協会 横浜北支部長  牛 丸 良 子 

（令和４年８月 31日から） 

医療ジャーナリスト              越 智 登代子 

株式会社神奈川民間救急サービス 代表取締役  星 崎 清 美 
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横浜市消防局救急部救急課 
 〒240-0001 

 横浜市保土ケ谷区川辺町２－９ 

TEL:045-334-6413 

FAX:045-334-6785 

E-Mail:sy-kyukyu@city.yokohama.jp 
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